
1. は じ め に

七五三離職やフリーター, ニートの増加, 内定率の低さなど, 若年就業者

を対象とした社会問題は多く, 若年就業者の早期離職の問題はいまだに続い

ているのが現状である｡ しかしながら, その一方で, 円滑に会社に馴染む若

年就業者が多いのも事実である｡ 厳しい就職活動を乗り越え, 入社した会社

を早期に辞めてしまう個人と上手く会社に適応して組織内キャリアを歩んで

いく個人の間には, どのような違いがあるのか｡ 本稿の目的は, その両者を

分ける要因を把握することにある｡

2. 理 論 の 検 討

2�1. 組織への適応

はじめに個人の組織への適応について検討していく｡ 適応とは, 個人が環

境に合うように自らの身体や行動を変容させること, またはその状態をいい,

外界に働きかけたり, 外界からの要求に順応したりする行動的・態度的側面

や内面的な活動による心理的側面の双方が含まれる概念である (中島他編,

607頁)｡ 福島 (1989) においては, 適応とは人と環境との ｢関係性｣ を示す

概念であり, ��������(ただし, �＝適応性, �＝固体要因, �＝環境要
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因, �は関数) と表現できることが示されている (４頁)｡

以上の定義からも, 適応とは多くの要素を含む複雑な概念であることが理

解できる｡ それゆえ, 本稿においては, この適応という概念をどのように捉

えるかが重要になってくる｡

2�2. 若年就業者の組織への適応

既存の若年就業者の組織適応は, 例えば, 組織への愛着や職務満足, 離職

意思や組織社会化といった個別の変数で捉えられることが一般的である (例

えば, 内藤, 2011, 尾形, 2012a, 竹内・竹内, 2009など)｡ しかしながら, そ

れでは先に論じたような組織適応の一部分を捉えているに過ぎず, 複雑な組

織適応という概念を捉えきれているとは言い難い｡

そのような指摘から, 個人の組織適応を複数概念の集合体として捉えたの

が, 尾形 (2012b) である｡ そこでは, 個人の組織適応を考える場合, ３つ

の側面があることを指摘している｡ それらは, 組織や職場, 仕事に関する

｢知識レベル｣ と組織環境や仕事に応じた ｢行動レベル｣, さらに, その過程

に伴う ｢感情レベル｣ の３つである｡ 組織適応を以上のような３つのレベル

で捉えることによって, より正確に個人の組織への適応状態理解することが

可能になると主張している｡ それゆえ, 本稿においては, 尾形 (2012b) に

依拠し, 個人の組織適応を複数概念の複合体として捉えることで, より的確

に個人の適応状態を把握することにする｡ 本稿では, 尾形 (2012b) よりも

さらに精緻化を目指し, 組織適応を知識レベルと態度／行動レベル, 感情レ

ベル, アイデンティティレベルの４つの複合概念として捉えることにしたい｡

2�3. 本稿における適応状態を捉える概念

では, そのような適応の４つの側面をどのように捉えるのか｡ ここからは,

尾形 (2012b) を参考に組織適応の知識レベル, 感情レベル, 態度／行動レ
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ベル, アイデンティティレベルをどのような概念を用いて捉えるかを検討し

ていきたい｡

2�3�1. 知識レベル

知識レベルとは, 自分が所属する会社や職場, 仕事をどの程度理解してい

るかに関するものである｡ この知識レベルを捉えるための概念として, 組織

社会化をあげることができる｡ 組織社会化とは, 新しいメンバーがその組織

あるいはグループの価値システムや規範, 要求されている行動パターンを学

び, 適合していくプロセスのことを言い (Schein, 1968), 文化的, 技能的,

役割的の３つに区分することができる (尾形, 2011 ; 高橋, 1993)｡ 文化的課

題は, 組織や職場集団の規範・規則の受け入れを意味しており, 技能的課題

は, 組織から与えられた職務遂行に必要な技能を獲得し, 必要十分な遂行が

出来ること, 役割的課題とは, 組織や集団の中で個人に割り当てられた役割

を獲得し, 正しく理解した上で必要十分な業務遂行を行うことを意味してい

る｡ 組織社会化は, 新人が試行錯誤し仕事や組織の文化などの知識を獲得し,

馴染んで行く過程を論じたものであり, 組織社会化の程度が個人の知識レベ

ルの程度と言い換えることが可能である｡ そして, 組織への円滑な適応を果

たした個人は, この組織社会化の程度が高いと推測することができる｡

2�3�2. 態度／行動レベル

組織適応を捉えるための２つ目のレベルは, 態度／行動レベルである｡ 組

織や仕事に関する知識が豊富で, 組織に対する愛着があったとしても, そこ

で求められる態度や行動が適切でなければ適応しているとは言い難い｡ 本稿

においては, この態度／行動レベルを業績と離職意思の２つで捉えることに

した｡ 組織や職場が求める態度や行動がとれているからこそ, 高いパフォー

マンスが発揮できていると言え, 上手く組織に適応しているということがで
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きる｡ それゆえ, 態度／行動レベルで主観的業績を用いることとした｡

２つ目として, 離職意思を用いる｡ 離職意思は, 組織への不満や不適応を

示す概念である｡ 組織への円滑な適応を果たした個人は離職意思が低く, 不

適応の個人は離職意思が高いと推測することができる｡

2�3�3. 感情レベル

組織適応を捉えるための３つ目のレベルが感情レベルである｡ 組織に対す

る理解度が高く, 組織が求める行動が取れたとしても, 当該組織に対する感

情がネガティブなものであれば, 上手く組織に適応しているとは言い難い｡

それゆえ, 組織に対する感情も重要な要素となってくる｡ それを測定する概

念が組織コミットメントである｡ 本稿においては, 組織コミットメントの下

位次元の中でも, 情緒的コミットメントに焦点を定める｡ これは, ｢会社の

ことが好きだ｣, ｢会社に愛着がある｣ といったように情緒や感情のレベルで

会社に対して愛着を感じる場合のことであり, 組織に対して示す感情的・情

緒的な志向性や好感度のことである (鈴木, 2002)｡ 上手く組織に適応して

いる個人は, 自分が所属する組織に対する高感度は高いと言えよう｡

また, 組織適応の感情レベルに関する２つ目の概念として, 成長感を取り

上げた｡ 組織への適応を捉える時は, 所属する組織への感情と同時に, 当該

組織で上手く仕事ができている自分自身への感情も重要である｡ 自分自身が

成長しているという実感があれば, 組織に適応していると言えるであろう｡

それゆえ, 本稿においては, 成長感を組織適応の感情レベルとして用いるこ

ととした｡

2�3�4. アイデンティティレベル

組織適応を捉えるための４つ目のレベルがアイデンティティレベルである｡

アイデンティティとは, 同一性や自我同一性と訳され, 自己を社会のなかに
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位置づける問いかけに対して, 肯定的かつ確信的な回答のことを言う (中島

編, 1999, 4 頁)｡ その中でも仕事の世界に関するものが, 職業的アイデンティ

ティであり, 職業の世界におけるアイデンティティの確立を言ったものであ

る｡ 本稿においては, 職業領域における自分らしさを確立できたアイデンティ

ティ達成に焦点を定めることにした (Marcia, 1966
(１)
)｡ 職業領域においてアイ

デンティティを確立できた個人は, 当該組織内における自分らしさを確立で

きたという点で, 組織に上手く適応しているということができる｡

2�3�5. 本稿における適応概念のまとめ

以上のように, 本稿では, 組織への適応という複雑な概念を知識レベル,

感情レベル, 態度／行動レベル, アイデンティティレベルの４つの複合的概

念として捉えることにする｡ そして, 知識レベルは組織社会化 (文化, 職業,

役割) で, 感情レベルは情緒的コミットメントと成長感で, 態度／行動レベ

ルは主観的業績と離職意思で, アイデンティティレベルは職業的アイデンティ

ティを用いて捉えることにした｡ そうすることによって, より的確に組織へ

の適応状態を捉えることが可能になる｡

2�4. 適応と不適応を分ける要因

次に, 個人の組織適応に影響を与える要因について検討していくことにし

たい｡ 本稿では, 若年就業者の組織適応と不適応を左右する要因として, 個
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(１) Marcia (1966) は, アイデンティティのよう態をアイデンティティ・ステイタ
スと呼び, ４つのパターンがあることを見出した｡ それらは, 自分のアイデンティ
ティを確立している ｢アイデンティティ達成｣, 自分自身の生き方に模索の状態で
ある ｢モラトリアム｣, 明確なアイデンティティは確立されていないが予定された
道を自分の道として歩んでいるような ｢予定アイデンティティ｣, 自分のアイデン
ティティについて混乱していたり, 積極的な関与を否定する ｢アイデンティティ拡
散｣ の４つである｡



人要因と環境要因, サポート要因の３つに焦点を当てて比較していくことに

したい｡

2�4�1. 個人要因

組織適応に影響を与える個人要因は, 行動に焦点を当てたい
(２)
｡ 本稿では,

組織への適応と不適応を左右する具体的行動として, 積極的行動, ネットワー

ク構築／活用行動, 組織市民行動, 学習行動の４つ, 組織適応を阻害する行

動として問題解決先送り行動の１つを取り上げることとした｡ 以下では, そ

れぞれの行動が組織適応と不適応にどのように関連しているのかを提示して

いくことにしたい｡

最初に積極的行動である｡ 適応と不適応を分ける個人の行動特性として,

何事にも積極的に取り組むことができるかどうかが重要である｡ 仕事に対し

ても自ら積極的に役割を創造して, 主体的に取り組む個人とそうではない個

人の間では, 適応の程度に大きな相違が生じるであろう｡ また, 直面した問

題などに積極的に取り組むかどうか, 積極的に上司や同僚とコミュニケーショ

ンをとろうとするかどうかで組織への適応状態が異なると考えられる｡

２つ目が, ネットワーク構築／活用行動である｡ 他者とのネットワークを

構築し, それを活用するかどうかが組織への適応と不適応を左右すると考え

られる｡ 例えば, キャリア発達論や組織社会化論の研究領域においても, 円

滑なキャリア発達に役割を果たす重要な他者の存在を指摘する研究は多い
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(２) 個人の組織適応に影響を及ぼす個人要因としては, 行動の他にもパーソナリティ
をあげることができる｡ しかしながら, 適応に影響を与えそうなパーソナリティは
多く存在すると考えられるし, パーソナリティは, 多少の変化や波があっても, 時
間の経過によって変化することがあまりない時間的一貫性があるため (若林, 2009),
働きかけなどで変えることができない｡ 本稿では, 個人の適応を促進するために,
組織がどのような働きかけをすればよいのかを考察することにもあり, 不変性のあ
るパーソナリティは除外することとした｡



(Fisher, 1986 ; 尾形, 2012c ; 竹内・竹内, 2009 ; 若林他, 1980)｡ それゆえ,

そのような重要な他者と良質な関係性を構築し, それを上手に活用しようと

する個人が, 円滑な組織適応を果たすと考えられる｡

３つ目が組織市民行動である｡ 組織市民行動とは, 自由裁量的で, 公式的

な報酬体系では直接的ないし明示的には認識されないものであるが, それが

集積することで組織の効率的および有効的機能を促進する個人的行動

(Organ et al., 2006, 邦訳書, 4 頁) と定義されている｡ 組織のために行動で

きる個人が, 組織や仕事に対する知識を高めることができ, また, 他者から

も受け入れられ易いと考えられる｡ このような他者からの受容感も個人の適

応を促進すると考えられる (Feldman, 1977)｡

４つ目が, 学習行動である｡ 若年就業者の組織適応に果たす学習の意義は

大きい (Gundry & Rousseau, 1994, 尾形, 2011)｡ 高橋 (1993) でも論じら

れているように, 組織に馴染む過程は, 学習の過程と言い換えることができ

る｡ それゆえ, 学習意欲が高く, 常に学習する個人が組織や上司, 同僚, 仕

事に対する知識も増え, 適応を促進すると考えられる｡

ここまで, 個人の組織適応を促進すると考えられる行動について示してき

た｡ その反対に, 個人の組織適応を阻害する行動についても１つ取り上げる

ことにしたい｡ それが問題解決先送り行動である｡ 先にも示したように, 直

面した課題の積極的解決が, 組織適応を促進すると考えられる｡ 対照的に,

直面した課題の解決を先送りする個人は, 成長の機会を失い, 多くの課題と

ストレスを抱えることになり, それは組織適応を阻害すると考えられる｡

本稿では, 以上の５つの行動を若年就業者の適応と不適応を左右するもの

として取り上げることとしたい｡

2�4�2. 環境要因

次に環境要因である｡ 個人の組織適応に環境が与える影響は大きい｡ 人間
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関係が良く, サポーティブな職場に配属されるのと人間関係が悪く, 職場の

同僚が誰もサポートしてくれない職場に配属されるのとでは, 個人の適応状

態に大きな違いを及ぼすことは明白であろう｡ それゆえ, 個人がどのような

環境に置かれているのかを理解することは重要である｡ 本稿では, 企業の中

で若年就業者を取り巻く環境要因として, 日々携わっている仕事と仕事を行

う職場の２つを取り上げた｡

(1) 仕事特性
(３)

若年就業者の組織適応と不適応を左右する環境要因の１つ目が仕事特性で

ある｡ 日々, どのような仕事に携わっているのかで個人の適応が大きく異な

ると考えられる｡ Hackman & Oldam (1980) は, 個人の内発的動機づけを高

める職務の特性が重要であることを論じた｡ 挑戦的な仕事に携わることがで

きれば, 若年就業者達の内発的動機づけを高めることができ, 組織の生産性

にポジティブに働く可能性もあるし, 組織への定着を促進させることもでき

る｡ 反対に, やりがいのない仕事や過度の仕事量を割り当てられた場合は,

不適応を生じさせてしまう可能性が高い｡ このような職務特性の次元のうち,

若年就業者の組織適応に影響を及ぼしそうな項目として, 職務自律性, 仕事

フィードバック, タスク依存性, 他者フィードバックの４つを取り上げた｡

自分の判断で自律的に仕事に取り組むことができれば, 仕事への責任感を醸

成することができ, 組織への適応に影響を及ぼすと考えられる｡ また, 仕事

自体からフィードバックを得ることは, 自分自身がどの程度仕事をこなすこ

とができており, まだ何が足りないのかに関する知識習得につながる｡ さら

に, 同僚との協働作業によって取り組む仕事の方が, 同僚とのやりとりから
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(３) 本稿では, 仕事特性と職務特性をわけて用いることにした｡ 職務特性は, 個人
が携わる職務限定の特性を示す｡ この職務特性とワークストレスの双方を合わせて
仕事特性と呼ぶことにする｡



様々なことを学ぶことができるし, 多くのフィードバックを得ることができ

るため, 個人の組織適応を促進すると考えられる｡

このような仕事の特性が, 若年就業者の組織適応に影響を及ぼすと考えら

れる｡

(2) 職場特性

環境要因の２つ目として, 職場特性をあげることができる｡ 新人が組織に

馴染む過程において, 職場の果たす役割は大きい (Van Maanen, 1976,

Kramer, 2010)｡ 職場の雰囲気が悪かったり, 人間関係が悪く, サポートが

得られ難い環境に置かれた場合, 若年就業者の組織適応は難しくなる｡ 反対

に, 職場の雰囲気や人間関係が良く, コミュニケーションも活発で, 誰から

もサポートを得られ易い環境に置かれた若年就業者の適応状態は, 良好なも

のになると言えるであろう｡ 本稿では, 若年就業者の組織適応に影響を及ぼ

す職場特性として, 職場の学習風土とコミュニケーションの活発さ, 同僚の

忙しさの３つを取り上げることとした｡

先述しているように, 組織に馴染むために個人の学習は必要不可欠である｡

それゆえ, 個人の学習行動も重要であるが, 職場全体の学習に対する考え方

や取り組み方も重要となってくる｡ 職場が学習に対して積極的で, 職場メン

バーの学ぶ意欲が高ければ, 個々人の学習意欲や学習行動も促進され, 多く

の情報や知識を得ることにつながる｡ また, そのような職場は, 職場全体で

勉強会なども開催することが多く, 若年就業者の知識レベルを高めるだけで

はなく, 同僚に対する愛着や組織, 仕事に対する態度にも影響を及ぼすこと

になる｡ そのような職場の学習に対する考え方や取り組み方が, 若年就業者

の組織適応に影響を及ぼすことになる｡

２つ目の職場特性は, コミュニケーションの活発さである｡ これも学習風

土と関連するが, 職場全体でコミュニケーションを取り合うことで, 多くの
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情報を得ることもできるし, 人間関係も構築し易くなり, 問題に直面した場

合なども気軽に相談などをし易くなる｡ コミュニケーションが活発であれば,

若年就業者の知識の習得や情報の収集, 人間関係の構築にポジティブに働き,

組織適応を促進すると考えられる｡

３つ目の同僚の忙しさは, 適応を阻害する要因である｡ コミュニケーショ

ンの活発さとは反対に, 同僚が忙しそうに仕事をしていれば, 若年就業者は

コミュニケーションを取ることをためらってしまう｡ そうなれば, 何か問題

に直面したり, 相談したいことがあっても, 相談する相手がおらず, 問題の

解決を先送りにしてしまう可能性が高い｡ そして, 相談相手や他者からのサ

ポートが得られず不適応につながってしまう｡

このような職場風土が, 若年就業者の組織適応に影響を及ぼすと考えられ

る｡

2�4�3. サポート要因

組織内の他者からサポートを得られているかどうかも若年就業者の組織適

応と不適応を大きく左右する｡ 環境要因の仕事や職場は, 組織や上司から与

えられるものであるが, 他者からサポートを得られるかどうかは, 所与とし

ての環境要因とは異なり, 若年就業者自身の行動も含まれている｡ それゆえ,

他者からのサポートを所与の環境要因には含めず, 単独でサポート要因とし

て検討することにした｡

個人の組織適応に他者が果たす役割は大きい｡ キャリア発達における他者

の重要性を論じる研究は多いし (Kahn & Antonucci, 1980 ; 浜口, 1982), そ

れは組織内キャリア発達においても同様である (若林他, 1980)｡ とりわけ,

組織内のキャリア発達や適応に影響を及ぼす他者としては, 上司 (Major et

al., 1994 ; 尾形, 2012c, 2103a ; 竹内・竹内, 2011 ; 若林他, 1980) や同僚

(Feldman, 1977 ; 中原, 2010 ; 尾形, 2012c, 2013a ; 竹内・竹内, 2011), 同期
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(金井, 1989 ; 尾形, 2012c, 2013a) の存在があげられる｡ 組織内で個人を取

り巻く他者から多くのサポートを得られた場合, 組織への適応が促進される

と考えられる｡ さらに, 尾形 (2012c) では, 若年就業者の組織適応に影響

を及ぼす上司, 同僚, 同期の役割について専門職従事者の看護師とホワイト

カラーを比較分析した結果, それぞれの職種によって, 上司, 同僚, 同期の

果たす役割が異なることが示されている｡ つまり, 複合的な概念である適応

のそれぞれの側面に影響を及ぼす他者が異なることが考えられる｡ それゆえ,

円滑な組織適応を促進するためには, 特定の他者からだけのサポートではな

く, 多様な他者からサポートを得られることが有意義であると考えられる｡

2�4�4. 適応と不適応を分ける要因に関するまとめ

ここまで, 若年就業者の組織適応と不適応を左右する要因について, 個人

要因と環境要因, サポート要因の３つに分けて検討してきた
(４)
｡ これらの要因

の相違によって, 若年就業者の適応状態が異なると考えられる｡

2�5. 本稿の研究課題

本稿の研究課題は, 若年就業者の組織適応と不適応を左右する要因は何か
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(４) これらの項目が若年就業者の組織適応に影響を及ぼしているかどうかをＡ社社
員に対する聞き取り調査によっても確認している｡ まずは若年就業者への聞き取り
調査である｡ 聞き取りは, 入社２年目の若手社員12名 (男性５名：女性７名) に対
して, 2010年11月12日 (６名) と11月16日 (６名) の２日間で実施された｡ また,
先にインタビューを実施した２年目社員が所属する職場の上司や同僚, 合計20名へ
のインタビュー調査も実施している｡ ここでは, ２つの職場にインタビュー調査を
実施した｡ １つ目の職場へのインタビュー調査は, マネジャー１名, チーフ２名,
同僚７名, ２年目社員１名の合計11名 (男性５名：女性６名) に対して実施された｡
２つ目の職場へのインタビュー調査は, マネジャー１名, チーフ２名, 同僚５名,
２年目社員１名の合計９名 (男性２名：女性７名) に対して実施された｡ ２つの職
場に対する調査は, 2010年11月24, 25, 26日の３日間に渡って実施された｡ これら
の聞き取り調査からも本稿で提示された要因が, 若年就業者の組織適応／不適応を
左右する要因であることが確認されている｡



を理解することにある｡ それゆえ, 本稿では, まず組織への適応状態をクラ

スタ分析で分類する｡ 次に, 分類されたクラスタ間で, 個人要因や環境要因

にどのような相違があるのかを差の検定によって分析する｡ それにより, ど

のような個人要因と環境要因が若年就業者の適応状態に相違を生み出してい

るのかを理解することができる｡

3. 調査方法と調査対象

3�1. 調査対象

本稿における調査は, 百貨店事業に携わるＡ社の協力のもと実施された｡

Ａ社は, 百貨店業等の事業を行う子会社及びグループ会社の経営計画・管理

並びにそれに付帯する業務を行っている｡ 資本金は300億円, 札幌から博多

まで全国主要都市に24店舗を展開している
(５)
｡ 調査は, Ａ社人事部の皆様の協

力のもと, 2011年度の入社１年目から７年目までのそれぞれの研修時に配布

し, 回答して頂いた｡ 調査対象者は入社１年目から７年目までの合計165名

である (男性74名：女性91名／入社１年目39名, ２年目46名, ３年目以上80

名
(６)
)｡ 回収率は100％となっている｡

若年就業者の組織適応と不適応を分ける要因に関する実証研究（尾形真実哉)

68

(５) 本稿の調査に全面的に協力して頂いているＡ社人事部の皆様には, 心より感謝
申し上げる｡
(６) 本稿の調査対象は, 入社１年目から７年目の社員を若手社員として捉え, 調査
の対象としている｡ キャリア初期や若手社員などの定義は多ようであり, 必ずしも
統一されたものはない｡ また, 組織社会化の調査対象は, １年目から３年目までを
対象とするものが多い (尾形, 2011 ; 2012a, b, c ; 2013 ; 2015など)｡ しかしながら,
本稿の場合, 組織社会化を対象としたものではなく, 組織への適応状態について理
解するもので, むしろ比較的多くの世代を含め, それぞれの状態を理解することの
ほうが有意義であると考えた｡ それゆえ, １年目から７年目までの個人を対象とす
ることとした｡



3�2. 測定尺度と因子分析

3�2�1. 個人の適応状態を測定する尺度

(1) 知識レベル：組織社会化

組織社会化の質問項目は, Chao et al., (1994) と Haueter et al., (2003) を

参考に作成している｡ 組織社会化には３つの下位次元が存在するため, 因子

分析を行った｡ 因子分析は, 主因子法によるプロマックス回転で行われた｡

その結果が表１である｡
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表１. 組織社会化に関する因子分析の結果 (主因子法・プロマックス回転)

因子

第１因子 第２因子 第３因子

職場における自分の役割は, よくわかっている .899 .026 �.178

上司や顧客から, どんなレベルの仕事が求められているのか
は, よくわかっている .742 .055 �.020

職場の上司が職場の皆に何を求めているか, よく理解してい
る .603 �.115 �.047

現在所属する職場の目的は何か, よく知っている .582 �.046 .326

自分自身の職務上の課題は, よく理解している .425 .132 .134

タイムカードや発注書など, 仕事の過程で必要な書類の記入
方法は, よく理解している .085 .644 �.234

頭文字や略語, あだ名といった, この会社独特の言葉の意味
は, よくわかっている �.193 .626 .104

仕事で必要な装置や備品, 設備をどう調達すればいいのか,
よくわかっている .109 .572 �.172

仕事で必要な道具 (ツール) の使い方は, よく理解している �.112 .565 .246

職場の方針や規則, 手続きは, よくわかっている .130 .546 .168

誰が創業し, どんな事業を行ってきて今に至るのかといった,
この会社の歴史はよく知っている �.249 �.021 .674

この会社の目的や目標はよくわかっている .154 .000 .550

自分の職場が, 会社の目標にどうやって貢献しているのか,
よくわかっている .311 �.116 .517

各職場が, 会社の目標に対しどういう役割を果たしているの
か, よくわかっている .050 .051 .494

回転後の負荷量平方和 3.306 2.420 2.436



分析の結果, 理論通り３つの因子にわかれた｡ 第１因子は, 自分自身や自

分自身が所属する職場の役割など役割に関する項目がまとまったため ｢役割

社会化｣ (�＝.794), 第２因子は, 仕事に関する項目がまとまったため ｢仕

事社会化｣ (�＝.736), 第３因子は, 会社の歴史や会社の目標などの会社に

関する項目がまとまったため ｢会社社会化｣ (�＝.656
(７)
) として分類すること

ができる｡

(2) 態度／行動レベル：主観的業績と離職意思

①主観的業績
(８)

主観的業績の質問項目は, オリジナルで３項目作成した｡ 具体的には,

｢この１年間, 自分自身が十分な成果を上げることができていないと思うこ

とが多い ���｣, ｢自分の仕事の成果は, 上がっていると思う｣, ｢この１年間,

自分は期待されている以上の成果を出している｣ の３項目について ｢ほとん
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因子間相関

第１因子 第２因子 第３因子

第１因子 1.000

第２因子 .430 1.000

第３因子 .487 .288 1.000

５回の反復で回転が収束
因子負荷量が .35 以上を示す項目を同一因子としている

(７) 一般的に信頼性係数は0.7を切ると低いと解釈されるが, この基準は絶対的な
きまりではない (浦上・脇田, 2008)｡ また, 探索的研究では許容範囲とされる0.6
という基準 (Hair et al., 1998) を満たしているため, 信頼性係数が0.6台の尺度も
分析に用いることとした｡
(８) 本稿では, 客観的な業績ではなく, 主観的な業績指標を用いた｡ その理由とし
ては, 本調査の対象が携わる職務の特徴が, 個人の業績を明確にすることが困難な
ものだからである｡ しかしながら, 本稿では, 本人がどの程度職場や会社に貢献で
きているのかを自己評価で判断してもらうことに意義があると考え, 主観的業績を
用いることにした｡



どあてはまらない｣ を１から ｢非常によくあてはまる｣ の５まで５点尺度で

測定している (�＝.692)｡

②離職意思

離職意思の質問項目は, オリジナルの３項目を用いて測定した｡ 具体的に

は, ｢現在の会社を辞めたい｣, ｢違う会社に転職したい｣, ｢機会があれば,

他の会社に転職したい｣ の３項目について ｢ほとんどあてはまらない｣ を１

から ｢非常によくあてはまる｣ の５まで５点尺度で測定している (�＝.903)｡

(3) 感情レベル：組織コミットメントと成長感

①組織コミットメント

組織コミットメントは, 先述したように情緒的コミットメントのみを用い

ることにした｡ 情緒的コミットメントの質問項目は, 田尾 (1997) で用いら

れている３項目で測定した｡ 具体的には, ｢この会社がとても気に入ってい

る｣, ｢他の会社ではなく, この会社を選んで本当によかったと思う｣, ｢友人

に, この会社がすばらしい働き場所であると言える｣ の３項目に関して ｢ほ

とんどあてはまらない｣ の１から, ｢非常によくあてはまる｣ の５までの５

点尺度で測定した (�＝.849)｡

②成長感

成長感の質問項目は, 金井 (1991) で用いられている３項目で測定した｡

具体的には, ｢仕事のなかで自分の力を精一杯発揮できていると思う｣, ｢今

の仕事を通して自分が成長しているという実感がある｣, ｢今の仕事で, 自分

が十分に活かされている｣ の３項目について, ｢ほとんどあてはまらない｣

を１から ｢非常によくあてはまる｣ の５まで５点尺度で測定している (�＝

.699)｡
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(4) アイデンティティレベル：職業的アイデンティティ

職業的アイデンティティの質問項目は, 松下・木村 (1997) で用いられて

いる４項目で測定した｡ 具体的には, ｢以前, 私は将来の仕事や役割のこと

について, 色々と考えたり迷ったりしたが, 今でははっきりと決心がついた｣,

｢現在, 私は自分が将来取り組みたい仕事や役割に向かって, 着実に歩んで

いると思う｡ だから, よほどのことがない限り, その志望をかえることはな

い｣, ｢現在経験していることは, 将来取り組みたい仕事や役割に結びついて

おり, 大変役立つと思う｣, ｢以前, 私はどのような職業に就くか, 色々と考

えたり迷ったりしたが, 今ははっきりと決心がついた｣ の４項目について,

｢ほとんどあてはまらない｣ を１から ｢非常によくあてはまる｣ の５まで５

点尺度で測定している (�＝.789)｡

3�2�2. 個人の適応状態を左右する個人要因 (行動特性) に関する尺度

本稿では, 個人の組織適応を促進する行動特性として積極的行動, ネット

ワーク構築／活用行動, 組織市民行動, 学習行動の４つ, 組織適応を阻害す

る行動として問題解決先送り行動の１つを取り上げた｡

積極的行動に関しては, オリジナルの４項目で測定し, ネットワーク構

築／活用行動もオリジナルの５項目で測定している｡ 組織市民行動は,

Van Der Vegt et al., (2003) を参考に６項目で測定している｡ 職場における

学習行動は, 主に２つに分類する｡ １つは OJTであり, ２つ目は Off-JTで

ある｡ 両者ともオリジナルの尺度で OJT志向の学習行動は４項目, Off-JT

の学習行動は３項目で測定している｡ 問題解決先送り行動もオリジナルの尺

度の５項目を用いて測定した｡

これらの質問項目に対し, ｢ほとんどあてはまらない｣ の１から ｢非常に

よくあてはまる｣ の５まで５点尺度で測定している｡ 因子分析は, 主因子法

によるプロマックス回転で行われた｡ 表２が因子分析の結果である｡
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表２. 行動特性に関する因子分析結果 (主因子法・プロマックス回転)

因子

第１
因子

第２
因子

第３
因子

第４
因子

第５
因子

第６
因子

新たなアイディアを積極的に試している .832 �.032 �.062 �.003 .020 �.119

自分のアイディアを積極的に実行に移している .768 �.034 .043 �.017 �.043 .013

問題解決に際し, 自ら新しい提案をしている .759 .023 �.002 �.094 �.006 �.103

従来の仕事のやり方にとらわれず, 新たなやり
方を試している .670 .043 .017 .031 .008 .147

仕事を進めるうえで, 社内のネットワークから
情報を得ている .039 .778 �.129 �.117 �.018 �.019

仕事を進めるうえで, 社内のネットワークを活
かしている �.138 .752 .026 �.044 .060 �.039

様々な情報を得られるように, 社内にネットワー
クを作り出している �.011 .699 .093 �.060 .052 .087

社内の人間関係を広げようとしている .180 .454 .012 .247 �.059 .082

他部門の人達とのつながりを大切にしている .063 .452 .040 .221 �.063 .026

問題に直面した場合, 何もせず状況が好転する
ことを期待する .061 �.029 .808 .127 �.065 �.110

問題に直面した場合, しばらくの間, その問題
から遠ざかる .005 �.007 .720 �.046 .028 .006

問題に直面した場合, その問題以外のことで忙
しくする �.055 .002 .474 �.098 .035 .162

問題に直面した場合, ｢その問題は重要ではな
い｣ と自分に言い聞かせる .045 .088 .456 �.194 �.012 �.078

どうすることもできない場合, 状況に身を任せ
る �.285 �.020 .371 .010 �.003 .032

職場の同僚からアドバイスやフィードバックを
もらうことで学習する �.024 �.056 �.008 .790 .040 �.009

上司からアドバイスやフィードバックをもらう
ことで学習する .057 �.006 .008 .691 �.103 .061

職場の同僚と一緒に同じ仕事に取り組むことで
学習する �.165 .006 �.029 .515 .066 �.072

職場の同僚の仕事を観察することで学習する .001 .029 �.095 .494 �.002 �.015

私は仕事負担の多い同僚をよく助けている �.029 .124 .037 �.015 .657 �.128

私は率先して同僚のために時間を割いている .037 �.125 �.029 .050 .588 .014

私はいつも, 周囲の人々を手助けする心構えで
いる �.003 .195 �.016 .145 .527 �.079

決められた仕事以外のことにも, 積極的に取り
組んでいる .306 �.128 .017 �.044 .506 .203



因子分析の結果, 個人の適応を促進する行動は, ６つの因子に分かれた｡

第１因子は, 積極的に新しいアイディアを試したり, 実行する積極的行動

(�＝.834), 第２因子はネットワークの構築と活用に関するネットワーク構

築／活用行動 (�＝.790), 第３因子は, 問題に直面した際に, その解決を先

送りする行動 (�＝.687), 第４因子は, 実際の仕事を通じて学習を行う OJT

志向の学習行動 (�＝.686), 第５因子は, 自分の役割外行動や組織への貢献

などに関する組織市民行動 (�＝.690), 第６因子は, 勉強会などの研修を通

じて学習する Off-JT志向の学習行動 (�＝.693) と分類することができる｡
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欠勤した人がいれば, その人の仕事を助けてい
る �.087 .015 �.019 �.098 .454 .029

会社や職場で公式的に開催されるミーティング
や勉強会で学習する �.149 .011 �.125 �.016 .003 .722

職場の同僚や同期と自主的に開催しているミー
ティングや勉強会で学習する �.048 �.017 .127 .066 .083 .715

社外の研修や講習会で学習する .141 .082 �.004 �.080 �.152 .566

回転後の負荷量平方和 3.326 2.905 2.073 2.243 2.365 1.966

因子間相関

第１
因子

第２
因子

第３
因子

第４
因子

第５
因子

第６
因子

第１因子 1.000

第２因子 .343 1.000

第３因子 �.176 �.010 1.000

第４因子 .106 .268 �.196 1.000

第５因子 .391 .328 �.160 .072 1.000

第６因子 .269 .224 �.058 .246 .152 1.000

６回の反復で回転が収束
因子負荷量が .35 以上を示す項目を同一因子としている



4�2�3. 個人の適応状態を左右する環境要因 (仕事特性と職場特性) に関す

る尺度

(1) 仕事特性

仕事特性については, 職務特性とワークストレスの２つについて測定する｡

職務特性の質問項目は, Hackman & Oldam (1980) を発展させたMorgeson &

Humpherey (2006) の WDQ (work design questioner) を参考に作成した｡

本稿では, この職務特性の中でも若年就業者の組織適応に影響を与えそうな

項目を選択した｡ 具体的には, 職務自律性, タスク依存性, 他者フィードバッ

ク, 仕事フィードバックの４つである｡ 職務自律性については６項目, タス

ク依存性については４項目, 他者フィードバックについては３項目, 仕事フィー

ドバックについては２項目, ワークストレスについては６項目で測定してい

る｡ 以上の質問項目に対し, ｢ほとんどあてはまらない｣ の１から ｢非常に

よくあてはまる｣ の５まで５点尺度で測定している｡ 因子分析は, 主因子法

によるプロマックス回転で行われた｡ 表３がその結果である｡
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表３. 仕事特性に関する因子分析結果 (主因子法・プロマックス回転)

因子

第１因子第２因子第３因子第４因子第５因子

現在の仕事は, 仕事の進め方を自分で決める
ことができる .881 �.025 .018 .070 .003

現在の仕事は, どのようなスケジュールで仕
事を進めるか, 自分で決めることができる .864 .110 �.035 �.035 �.043

現在の仕事は, 仕事の手順を自分で決めるこ
とができる .770 �.115 �.045 �.242 �.032

現在の仕事は, 仕事を完遂する為の手段や方
法を自分自身で決めることができる .748 �.065 .054 .056 .078

現在の仕事は, どのように自分が仕事をする
かを自分で計画することができる .696 .029 �.060 .198 �.012

自分の仕事には, 自分で決めることができる
十分な裁量がある .557 .087 .162 .000 �.031

現在, 自分の仕事をするための十分な時間が
ない .046 .684 �.018 �.104 �.006



因子分析の結果, 仕事に関する項目は５つの因子にわかれた｡ 第１因子は,

仕事の自律性に関する因子 (�＝.885), 第２因子はワークストレスに関する
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どこに居ても仕事のことが頭から離れない .002 .653 .143 .033 �.189

現在の仕事は, １人で行うには多過ぎる .015 .601 .021 �.007 .123

現在, ノルマや納期に追われる業務を担当し
ていてストレスを感じる .028 .588 �.138 .140 �.005

仕事をしている時は, いつも気持ちにゆとり
がない �.150 .496 �.014 �.017 .056

現在の仕事は, 家に持ち帰るほど仕事が多い .121 .478 �.108 �.073 .178

現在, 上司や同僚から自分の仕事の出来につ
いてフィードバックされることが多い .052 .102 1.027 �.026 �.084

現在, 上司や同僚から仕事の出来についてフィー
ドバックされる機会が殆どない �.005 .105 �.728 .102 �.069

現在, 仕事の成果について, 上司や同僚から
多くの情報を受け取る機会がある .023 �.063 .524 .229 .150

現在の仕事は, 仕事それ自身から成果情報を
得ることができる �.060 .045 �.021 .939 �.110

現在の仕事は, 自分の仕事活動それ自体から
自分の仕事のできばえ (量や質) を判断する
ことができる

.130 �.082 .010 .617 .139

私の仕事が上手くいかないと, 職場のメンバー
の仕事も上手くいかなくなる �.088 �.059 .081 .037 .615

現在の仕事は, 私が仕事をやらなければ, 他
の人の仕事が完了しない .128 .016 �.044 �.047 .606

現在の仕事を進めていく上では, 職場のメン
バーに絶えず相談しなければならない �.108 .202 .142 �.040 .423

現在の仕事は, 職場のメンバーの進捗に絶え
ず気を配らなければ上手く進まない �.031 .213 �.036 .019 .405

回転後の負荷量平方和 3.753 2.808 2.297 1.995 2.356

因子間相関

第１因子 第２因子 第３因子第４因子第５因子

第１因子 1.000

第２因子 .097 1.000

第３因子 .128 .511 1.000

第４因子 .083 �.096 .157 1.000

第５因子 .298 .048 .359 .296 1.000

６回の反復で回転が収束
因子負荷量が .35 以上を示す項目を同一因子としている



因子 (�＝.645), 第３因子は他者からのフィードバックに関する因子

(�＝.811), 第４因子は仕事から得られるフィードバックに関する因子

(�＝.760), 第５因子はタスク依存性に関する因子 (�＝.642) と分類するこ

とができる｡

(2) 職場特性

職場特性に関しては, 学習風土とコミュニケーションの活発さ, 同僚の忙

しさの３つを取り上げることとした｡ 学習風土の質問項目は, Cameron &

Quinn (1999) を参考にオリジナルで２項目を作成した｡ ２つ目のコミュニ

ケーションの活発さについては, 金井 (1991) のコミュニケーションの活発

さに関するオープンコミュニケーションの尺度を参考に４項目で測定した｡

３つ目の同僚の忙しさに関しては, オリジナルの５項目を用いて測定した｡

以上の質問項目に対し, ｢ほとんどあてはまらない｣ の１から ｢非常によ

くあてはまる｣ の５まで５点尺度で測定している｡ 因子分析は, 主因子法に

よるプロマックス回転で行われた｡ その結果が表４である｡

甲南経営研究 第56巻第２号 (2015.9)

77

表４. 職場特性に関する因子分析結果 (主因子法・プロマックス回転)

因子

第１因子 第２因子 第３因子

私の職場では, お互いに自由にものを言い合っている .883 .031 .002

私の職場では, メンバー同士が遠慮や気がねなく率直に話し
合っている .784 .004 .061

私の職場では, お互いに相手の意見をよく聞いている .679 �.007 .157

私の職場では, 仕事上で気づいたことは率直に指摘し合って
いる .667 �.089 �.082

私の職場の上司や同僚は, 忙しくて話かけづらい .015 .847 �.012

私の職場の上司や同僚は, 自分のことで精いっぱいだ .122 .624 �.215

私の職場では, 上司や同僚と仕事についてじっくり話すこと
ができない �.058 .601 .118

私の職場では, 仕事について上司や同僚に相談することがで
きないため, 自分一人で解決するしかない .002 .581 .081



因子分析の結果, 職場に関する項目は３つの因子にわかれた｡ 第１因子は,

職場のコミュニケーションの活発さに関する因子 (�＝.862), 第２因子は職

場内の同僚の忙しさに関する因子 (�＝.795), 第３因子は職場の学習文化に

関する因子 (�＝.712) と分類することができる｡

(3) 他者サポート

他者サポートについては, 久田他 (1989) の学生用ソーシャル・サポート

尺度を参考に職場用として作成した｡ 本稿では, 組織適応に影響を与える他

者として, 上司, 職場の同僚, 同期の３つをあげた｡ それぞれ, 12の質問項

目に対して, 上司, 同僚, 同期が, どの程度サポートを提供してくれるのか

について, ｢ほぼあてはまらない｣ の１から ｢かなりあてはまる｣ の５まで

の５点尺度で測定している｡

因子分析は, 主因子法によるプロマックス回転で行われた｡ その結果が表

５である｡
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私の職場の上司や同僚は, 忙しくてピリピリしている �.264 .569 .016

私の職場では, 互いに学習をサポートしあう雰囲気がある �.048 �.035 .888

私の職場では, メンバーが積極的に学習に取り組んでいる .188 .112 .596

回転後の負荷量平方和 3.898 3.329 2.651

因子間相関

第１因子 第２因子 第３因子

第１因子 1.000

第２因子 �.585 1.000

第３因子 .610 �.379 1.000

６回の反復で回転が収束
因子負荷量が .35 以上を示す項目を同一因子としている
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表５. 他者サポートに関する因子分析結果 (主因子法・プロマックス回転)

因子

第１因子 第２因子 第３因子

上司はあなたが仕事上で悩んでいると知ったら, 色々と解決
方法をアドバイスしてくれる

.834 �.017 �.004

上司はあなたが仕事の問題で困っている時, どうすればいい
か相談に乗ってくれる

.789 .051 �.103

上司はあなたが仕事上で何かを成し遂げた時, 心から祝福の
言葉やねぎらいの言葉をかけてれくれる

.768 .095 �.081

上司はあなたが仕事で落ち込んでいる時, 励ましてくれる .759 .097 �.057

上司はあなたが精神的に辛い時支えになってくれる .746 �.013 .001

上司はあなたが個人的な心配事や不安がある時, どうすれば
いいか親身になってくれる

.745 �.105 .069

上司はあなたが仕事上で悩んでいると知ったら, 仕事の問題
を解決するのに必要な専門知識を教えてくれる

.735 �.134 .069

上司はあなたが仕事を上手くやれた時は, 正しく評価してく
れる

.729 �.067 .077

上司はあなたが仕事上でミスをしてもカバーしてくれる .676 �.014 .059

上司はあなたの実力を評価し認めてくれる .658 .134 �.045

上司はあなたが仕事の負担が非常に大きい時には仕事を手伝っ
てくれる

.608 �.153 .116

上司はあなたの良いところも悪いところもすべて含めてあな
たの存在を認めてくれる

.597 .261 .002

職場の同僚はあなたが仕事で落ち込んでいる時, 励ましてく
れる

.044 .770 �.146

職場の同僚はあなたの良いところも悪いところもすべて含め
てあなたの存在を認めてくれる

.044 .742 �.064

職場の同僚はあなたが仕事上で何かを成し遂げた時, 心から
祝福の言葉やねぎらいの言葉をかけてれくれる

.069 .733 �.025

職場の同僚はあなたが仕事の問題で困っている時, どうすれ
ばいいか相談に乗ってくれる �.117 .721 .023

職場の同僚はあなたが仕事上で悩んでいると知ったら, 色々
と解決方法をアドバイスしてくれる �.045 .699 .028

職場の同僚はあなたが精神的に辛い時, 支えになってくれる .055 .675 �.020

職場の同僚はあなたの実力を評価し認めてくれる .058 .663 .024

職場の同僚はあなたが仕事上で悩んでいると知ったら仕事の
問題を解決するのに必要な専門知識を教えてくれる �.116 .574 .034

職場の同僚はあなたが仕事を上手くやれた時は, 正しく評価
してくれる

.010 .531 .149



因子分析の結果, 他者サポートに関する項目は３つの因子にわかれた｡ 第

１因子は, 上司からのサポートに関する因子 (�＝.929), 第２因子は職場の
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職場の同僚はあなたが仕事上でミスをしてもカバーしてくれ
る �.062 .508 .152

職場の同僚はあなたが個人的な心配事や不安がある時, どう
すればいいか親身になってくれる .108 .494 .013

職場の同僚はあなたが仕事の問題で困っている時, どうすれ
ばいいか相談に乗ってくれる �.044 .481 .131

会社の同期はあなたが仕事の問題で困っている時, どうすれ
ばいいか相談に乗ってくれる .060 �.226 .813

会社の同期はあなたが精神的に辛い時, 支えになってくれる .086 �.143 .715

会社の同期はあなたが仕事上で何かを成し遂げた時, 心から
祝福の言葉やねぎらいの言葉をかけてれくれる �.080 .114 .677

会社の同期はあなたが仕事で落ち込んでいる時, 励ましてく
れる �.056 .089 .673

会社の同期はあなたが個人的な心配事や不安がある時, どう
すればいいか親身になってくれる �.013 .004 .668

会社の同期はあなたが仕事を上手くやれた時は, 正しく評価
してくれる .008 �.037 .655

会社の同期はあなたの実力を評価し認めてくれる �.041 .148 .626

会社の同期はあなたが仕事上で悩んでいると知ったら, 色々
と解決方法をアドバイスしてくれる .169 �.034 .584

会社の同期はあなたの良いところも悪いところもすべて含め
てあなたの存在を認めてくれる �.134 .246 .538

会社の同期はあなたが仕事の負担が非常に大きい時には仕事
を手伝ってくれる .002 .075 .501

会社の同期はあなたが仕事上で悩んでいると知ったら仕事の
問題を解決するのに必要な専門知識を教えてくれる .084 .101 .482

会社の同期はあなたが仕事上でミスをしてもカバーしてくれ
る .081 .113 .394

回転後の負荷量平方和 8.084 7.461 6.625

因子間相関

第１因子 第２因子 第３因子

第１因子 1.000

第２因子 .423 1.000

第３因子 .339 .404 1.000

５回の反復で回転が収束
因子負荷量が .35 以上を示す項目を同一因子としている



同僚からのサポートに関する因子 (�＝.897), 第３因子は会社の同期からの

サポートに関する因子 (�＝.879) と分類することができる｡

4. 分 析 結 果

4�1. 若年ホワイトカラーの組織適応に関するクラスタ分析

Ａ社の入社１年目から７年目までの若年就業者の組織適応タイプは, クラ

スタ分析によって２つのタイプに分類することができた｡ クラスタ化の方法

としてWard法, 間隔の測定法として平方ユークリッド距離を用いた｡ 分析

は２段階で行われた｡ 第１段階においてクラスタの適切な数を定めるための

探索的な分析が行われた｡ クラスタの数は, Wasti (2005) や鈴木 (2009)

で用いられているクラスタの解釈可能性とサブサンプルの大きさに準じて,

テンドログラムや各々のクラスタに含まれるサブサンプル数などを考慮して

判断した｡ 第２段階では, 第１段階で示されたクラスタを指定した上で再度

クラスタ分析を行った｡ その結果, クラスタを２つにすることが妥当と判断

した｡ 第２段階では, 第１段階で示されたクラスタを指定した上で再度クラ

スタ分析を行い, ２つのクラスタを得た｡ 第１クラスタには95名, 第２クラ

スタには55名の調査対象が含まれた｡ 本稿の調査対象者は合計で165名であっ

たが, そのうち15名が欠損値として処理された｡ それゆえ, 本稿における実

質の分析対象者は150名となっている｡

２つのクラスタ間の��検定を行ったところ, 有意な人数比率の偏りが見

られた (��＝10.667, ��＝1, �＜.001)｡

２つのクラスタの特徴についてみていくことにしたい｡ 第１クラスタは,

離職意思を除く全ての値が全体平均
(９)
よりも高く, 組織への愛着や組織や仕事,
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(９) 全体の平均値は以下の通りである｡ 情緒的コミットメント＝3.50, 役割社会化
＝3.74, 仕事社会化＝3.50, 会社社会化＝3.43, 職業的アイデンティティ＝3.02,
成長感＝3.37, 主観的業績＝2.99, 離職意思＝2.12｡



自分自身の役割に対する理解度も高い｡ さらに, 自分自身の成長も実感し,

パフォーマンスとしても組織に貢献している｡ また, 仕事領域における自分

らしさも確立されており, 離職意思も平均値よりも低いグループである｡ こ

のクラスタは, 上手く組織に適応しているグループであると言える｡ それゆ

え, この第１クラスタを適応タイプと呼ぶことにしたい｡ 一方, 第２クラス

タは, 組織への愛着や成長実感も低く, パフォーマンスにおいても貢献でき

ていないと感じており, 仕事領域における自分らしさも確立できていない｡

また, 離職意思も平均値よりも高いグループである｡ 組織や仕事, 自分自身

の役割への理解度はそれほど低いわけではないが, 第１クラスタの値と比較

すると全ての値が低くなっている｡ それゆえ, 第１クラスタを適応タイプと

呼んだのに対し, 第２クラスタを不適応タイプと呼び, それぞれを分類する

ことにしたい
(10)
｡
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(10) ここでの第２クラスタの値は, 不適応と呼べるほど著しく値が低いわけでもな
く, ｢まだ上手く適応できていないグループ｣ と呼ぶほうが適切かもしれない｡ し
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表６. クラスタ分析の分析結果



4�2. 勤続年数による適応／不適応状態の比較

本稿では入社１年目から７年目までと比較的広い範囲を若年就業者として

捉えている｡ それゆえ, このような勤続年数の相違が適応／不適応に影響を

及ぼしている可能性が高い｡ それゆえ, ここでは勤続年数が適応／不適応に

どのような影響を及ぼしているのかについて勤続年数別に各クラスタのコン

テンツを見ていくことにしたい｡

本稿では, 勤続年数による分類として ｢入社１年目｣, ｢入社２年目｣, ｢入

社３年目から７年目｣ という３つのグループに分けている｡ 勤続年数で考え

ると長く組織に所属している個人は, 仕事や会社, 同僚に関する知識が豊富

で, 社内外のネットワークも広いと考えられるため勤続年数が長くなればな

るほど適応グループに属する個人の割合は増えていくと考えられる｡

反対に, 仕事や会社, 同僚に関する知識の乏しさやネットワークの狭さな

どから勤続年数の短い個人のほうが不適応グループに属する個人の割合は増

えると考えられる｡

ここでの分析は, 母集団の違いがあるため適応グループの中に各勤続年数

がどの程度占めているのかを分析するのは不適切である｡ それゆえ, 同じ勤

続年数の中で適応と不適応がどの程度の割合を占めているのかを見ていくこ

とにしたい｡ その分析結果を示したのが表７である｡

分析の結果, 勤続年数が長くなるにつれ, 不適応グループよりも適応グルー

プに属する個人が増えていくものと考えていたが, それとは反対の結果となっ

た｡ つまり, 入社１年目の個人のほうが組織に適応している個人が多く, 勤

続年数が長くなるにつれ不適応状態になっていく個人が増えていくことを示

している｡ 入社 1, 2 年目の個人は組織や同僚からのサポートが多いが, 勤

続年数が長くなるにつれ組織や同僚からのサポートが減っていくため, むし
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かしながら, 本稿では, 第１クラスタと比較するために不適応と呼ぶことにした｡



ろ不適応に分類される個人が増えていくと考えられる｡ この点については,

後の考察の箇所でも触れることにしたい｡

4�3. 適応タイプと不適応タイプの個人／環境要因の比較分析

ここからは, それぞれのクラスタに分類された若年就業者の個人要因と環

境要因, 他者サポートがどのように異なるのかを�検定によって分析する｡

その結果が表８である｡

はじめに, 適応と不適応の行動特性の比較である｡ 分析の結果, 適応タイ

プの個人は, 不適応タイプの個人に比べ, 積極的行動, ネットワーク構築／

活用行動, 組織市民行動, 学習行動の全てにおいて値が高く, 不適応タイプ

の個人との間に有意な差があることが示された｡ また, 個人の組織適応を阻

害すると考えられた問題解決先送り行動は, 不適応タイプの個人の値が高く,

適応タイプの個人との間に有意な差が示された｡

次に, 仕事特性の比較である｡ 分析の結果, 仕事特性に関しては, 適応タ

イプと不適応タイプの間に差があったのは他者フィードバックとワークスト

レスの２つであった｡ 組織適応を促進する仕事の特性としては, 他者からの

フィードバックが得られ易い仕事が重要であると言える｡ 一方, ワークスト

レスの値が高かったのは, 不適応タイプの若年就業者であった｡ ワークスト

レスは, 個人の組織適応を阻害する可能性が高い｡
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表７. 勤続年数による適応／不適応状態の割合

適応タイプ
合計

勤続年数 適応 不適応

入社１年目 29名 (87.9％) ４名 (12.1％) 33名

入社２年目 27名 (62.8％) 16名 (37.2％) 43名

入社３年目から７年目 39名 (52.7％) 35名 (47.3％) 74名

合計 95名 55名 150名



３つ目は, 職場特性の比較である｡ 分析の結果, 適応タイプの若年就業者

の職場は, 不適応タイプの若年就業者の職場に比べ, 学習を奨励する傾向が

あり, 職場の同僚も多忙過ぎず, コミュニケーションを活発に取り合える職

場であることが示された｡

最後に, 他者サポートの比較である｡ 分析の結果, 適応タイプの若年就業

者の職場は, 不適応タイプに属する若年就業者の職場に比べ, 上司, 同僚,

同期の全てからサポートを得られていることが理解できる
(11)
｡
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表８. 適応と不適応をわける要因に関する比較

全体平均値 適応 (�＝95) 不適応 (�＝55) �値

行動特性

積極的行動 3.060 3.231 (.715) 2.772 (.790) 3.635****

ネットワーク構築／活用行動 3.368 3.474 (.665) 3.156 (.716) 2.729***

組織市民行動 3.564 3.680 (.544) 3.422 (.581) 2.697***

学習行動_OJT志向 4.000 4.126 (.590) 3.727 (.521) 4.163****

学習行動_Off-JT志向 2.871 2.990 (.874) 2.655 (.844) 2.90**

問題解決先送り行動 2.207 2.123 (.541) 2.313 (.530) �2.077**

仕事特性

職務自律性 3.117 3.172 (.896) 3.073 (.748) .722

仕事フィードバック 3.327 3.384 (.889) 3.209 (.762) 1.224

タスク依存性 3.031 2.997 (.727) 3.104 (.802) �.838

他者フィードバック 3.029 3.096 (.505) 2.915 (.422) 2.235**

ワークストレス 2.366 2.168 (.665) 2.623 (.779) �3.887****

職場特性

学習風土 2.985 3.195 (.797) 2.518 (.757) 5.103****

コミュニケーションの活発さ 3.325 3.540 (.675) 2.904 (.920) 4.464****

同僚の忙しさ 2.438 2.234 (.714) 2.763 (.784) �4.253****

他者サポート

上司サポート 3.756 3.995 (.603) 3.400 (.745) 4.987****

同僚サポート 3.931 4.069 (.559) 3.656 (.561) 4.292****

同期サポート 3.843 3.931 (.594) 3.614 (.580) 3.112***

*��.10, **��.05, ***��.01, ****��.001 ( ) 内は標準偏差



適応タイプの若年就業者の値は, ほとんどの項目で良い値を示し, 不適応

タイプの個人との間に有意な差があることが示された (17項目中14項目：82

％)｡ 組織に上手く適応している若年就業者とそうではない若年就業者の間

には, 行動特性や仕事特性, 職場特性, 他者から得られるサポートなど, 多

様な相違が存在していることが理解できた｡

5. 考 察

本稿で取り上げた項目のほとんどが適応タイプと不適応タイプの間で有意

な差が生じた｡ しかしながら, 仕事特性の職務自律性と仕事それ自体からの

フィードバック, タスク依存性に関しては, 適応タイプと不適応タイプの間

に有意な差は生じなかった｡ そこから, 若年就業者の適応を促進する仕事特

性としては, 他者とコミュニケーションを取り合えるかどうかが重要である

と言える｡ タスク依存性に関しては, コミュニケーションが関連していると

考えられそうだが, 相互に依存し合う仕事と相互にコミュニケーションを取

り合う仕事は別物である｡ 相互に依存し合っていてもコミュニケーションは

不要な仕事もあるし, 相互に独立し合った仕事でもコミュニケーションを活

発に取らなければならない仕事もある｡ それゆえ, 若年就業者の組織適応を

促進させるためには, 相互に依存し合う ｢相互依存型の仕事｣ よりも相互に

コミュニケーションを取り合う ｢相互伝達型の仕事｣ に携わらせることが重

要であると言えよう｡

組織として若年就業者の組織適応を促進させるためには, どのような働き

かけが求められるであろうか｡ まず１つ目は, 教育である｡ 若年就業者の組

織社会化を促進するプロアクティブ行動の重要性が示されている (Bauer &

Erdogan, 2012)｡ それゆえ, 組織としては, 組織適応を促進する具体的な行
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(11) しかしながら, 不適応タイプの値も高い値を示しているが, 適応タイプの値が
全て上回っているという点で影響を及ぼしていると言えよう｡



動を示し, そのような行動がなぜ円滑な組織適応につながるのかを気づかせ,

理解させることである｡ 本稿の分析結果では, 適応を促進する行動の全てに

おいて適応タイプが高い値となっており, 不適応タイプとの間に有意な差が

あった｡ また, 適応を阻害すると考えられた問題解決先送り行動も不適応タ

イプが高い値を示した｡ 円滑に組織に適応するためには, 直面した問題を先

送りすることなく, 主体的に解決することが重要であり, それによって多く

のスキルや知識を身に付けることが可能となる｡ また, そのような問題を解

決するためには, 自分ひとりの力だけでは難しい｡ 重要な他者とネットワー

クを構築し, そこから有益な情報を得て活用することで適応を促進させるこ

とができる｡ さらに, 自分自身だけのために行動するのではなく, 職場の同

僚や組織のためにとる行動が, 最終的には本人の適応を促進する返報性があ

ることが示唆された｡ 自分の役割外の行動をとることによって, 自分自身の

役割や職場の役割, 仕事のやり方などの理解を深め, パフォーマンスにもつ

ながると考えられる｡ そして, それらの行動の原点となるのが, 学習行動で

ある｡ 特に, 適応タイプの OJTに関する学習志向性が高く, 実際の仕事経

験から積極的に学んでいることが理解できる｡ このような行動の有効性を見

える化し, 若年就業者の行動を喚起することで組織適応を促進させることが

可能になる｡ そのためには, 現場から離れ, 客観的に内省する機会となる研

修の場が適していると言えよう｡ 研修が個人やチームに果たす役割は大きく

(Aguinis & Kraiger, 2009), 若年就業者の組織適応を促進する行動の重要性

を提示する研修デザイン (中原, 2014) が求められる｡

２つ目は配属である｡ その際に着目することは, ｢携わる仕事の特性｣ と

｢職場風土｣ の２つである｡ 本稿の分析から, 若年就業者の組織適応を促進

する仕事の特性としては, 他者からのフィードバックが得られる仕事とワー

クストレスが低い仕事であった｡ 若年就業者の適応を促進させるためには,

個人で黙々と取り組む仕事よりも常に誰かの目にとまり, 上司や同僚とコミュ
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ニケーションを取り合い, フィードバックを得やすい仕事に携わらせること

が重要である｡ さらに, 多少ストレッチさせる仕事を割り当てることは有効

であるが, 能力以上の責任や量を与えることでストレスを覚え, 不適応を起

こしてしまう可能性もある｡ それゆえ, 若年就業者がストレスを覚えない能

力に見合った仕事の割り当てが重要である｡

若年就業者の組織適応を促進させる職場としては, 学習を促進する風土が

あり, 同僚が多忙過ぎず, コミュニケーションが取り合える職場であった｡

同僚があまりにも忙しくしていれば, 話し難い状況であり, 相互のコミュニ

ケーションが取り難いし, 学習し合う環境にもならず, 若年就業者の組織適

応を阻害してしまう｡ つまり, 個人の能力を過度に越えた仕事の割り当ては,

職場内のコミュニケーションや学習する雰囲気を消失させてしまう｡ 職場の

構成メンバーが, 適度な仕事量をこなすことで, コミュニケーションが円滑

になり, そのような仕事中のコミュニケーションが職場全体の学習風土を醸

成することが可能になる｡ 若年就業者の組織適応を促進するためには, その

ような仕事の割り当てと職場特性を十分に理解して, 配属することが重要で

ある｡

以上のように, 若年就業者を円滑に組織に適応させるためには, 組織的サ

ポートの仕組み作りが重要である｡

最後に勤続年数と組織への適応／不適応の関係について考察してみたい｡

分析の結果, 勤続年数が長くなると, 適応グループに属する個人が増えてい

くものと考えていたが, 勤続年数が長くなるにつれ不適応グループに属する

個人が増えていくことが示された｡ 多くの企業において, メンター制度やブ

ラザー／シスター制度など, 名称は様々であるが入社１年目の新人に対して

は, サポート体制が整っている企業が多いため, 学生から社会人へ移行

(school to work transition) は比較的円滑に達成し易いと考えられる｡ それ

よりも, 勤続年数が長くなると, 組織や同僚からのサポートが減っていき,
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ある程度の経験者とみなされ, 大きな仕事も任されるようになり, また, 新

人とは異なり, 些細なことで上司や同僚にサポートも求め難くなる｡ 尾形

(2015) では, 勤続年数固有の課題が提示されている｡ 例えば, 勤続年数が

長くなると可視性が高まり, 組織や仕事, 自分自身のことが正確に捉えられ

るようになり, 理想と現実の間のギャップなどに苦悩したり, 仕事に対する

単調感や囲い込まれることへの危機感なども芽生え始める個人も多いことが

示されている (尾形, 2015)｡ このように勤続年数が長くなるにつれ, その

勤続年数固有の多くの課題が生じ, それへの対応が難しくなり, 不適応に分

類される個人が増えていくと考えられよう｡

もちろん, 新人には多くの適応課題がある (尾形, 2008)｡ しかしながら,

適応課題が多いのは, 新人だけではない｡ むしろ勤続年数が長くなり, 研修

なども減ってくる世代のほうが多くの適応課題を抱えていても不思議ではな

い｡ それゆえ, 新人だけではなく, あらゆる世代に適した組織的サポートが

重要になってくると言えるであろう｡ このような若年就業者の組織適応を促

進する組織的サポートに関する研究の蓄積が求められるであろう｡
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